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[I]序　消費関数の実証研究は,戦後わが国の計量

経済学界における重要なテ-マであった.事実印刷形式

で発表された論文だけでもかなりの数にのぼる.。このう

ち勤労者世帯に関する研究は,家計調査資料の豊富さと

あいまってかなりの進歩を示している。しかし,これら

諸研究はほとんど独立におこなわれてきており,各成果

を綜合的に検討する段階にはいたっていない。幸いにし

て近年2,3のサ-ベイ・ウァ-クが発表され1)理論的整

理という面ではかなり注目される成果がみられる。しか

し,これらの結果を同一レベノレで比較しようとする試み

はかならずLも充分にはおこなわれていない。

このような比較をおこなう場合の1つの基準は,各モ

デルのデ-タに対するあてはまりのよさを比較すること

であろう。しかし,消費関数の決定係数はいずれのモデ

ルにおいても極めて高く,単純な比較で優劣を判定する

ことは出来ない。これにかわる判定基準としては, "チ

測力"の精度をあげることが出来る　Ferberi)の研究を

みるまでもなく,過去のデ-タ-のあてはあまりの良さ

はかならずLも良好な予測を得るための尺度とはなり得

ない。このような意味で,従来よりの諸研究を予測力の

観点から整理してみることは有意義であろう。

本論で検討されるモデルの範囲は家計調査データを利

用した時系列分析を主体としている。しかし,クロス・

セクシ。ン分析のためのモデルであっても,その結果が
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はじめ,大阪大学社会経済研究室,国民生活研究所貯

蓄研究会で報告の機会が与えられた。これらの報告を

通じてえられたコメ　ン　fLに感謝の意を表したい。ま

た本論の計算には本研究所の電子計算機BurougnsE

IOlを使用した。この間における統計係諸氏の御援助

に感謝の意を表したい。
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短期的な消費関数研究に有効であると思われるものもチ

ェックにとり入れることにした3)。更に,勤労者世帯の

分析ではあまりとりあげられていないが,マクロ・モデ

ルでしばしば使用されているモデルも検討に追加されたG

消費関数分析には,消費(又は消費率)を被説明変数とし

た"消費関数型"と貯蓄(又は貯蓄率)を被説明変数とし

た"貯蓄関数型"が存在するが,各モデルの対比をなる

べく明瞭にするには後者の方がより有効であるので,本

論ではすべてのモデルを貯蓄関数型に変型して比較をお

こなうことにした。

モデルの此校は以下のようにおこなわれる。まず初期

的なチェックとして各モデノレを1951-′56年のデ-タに

あてはめた後,各々の説明変数に′57-′62年の値を代入

して"理論値"を求め,実際の被説明変数に対する誤差

率を計算した4)。比較にあたってまず注目する必要のあ

るのは誤差率の絶対的な大きさであろう。しかし誤差率

が比較的小であってもその符号が予測期間すべてについ

て同一であるということは好ましいことではない。とい

うのは,そのようなモデルを使用して予測をおこなった

場合システマティックなバイアスが生じる可能性が大き

いからである。本論では,まずこの2基準にもとずいて

各モデノレを比較することにする。しかし,このような分

析はあてはめ期間のとりかたに大きく依存している。し

たがって上述の分析結果があてはめ期間の変化によって

どのように変化するかをチェックする必要がある。ただ,

最初におこなったようなチェックを各年についてくりか

えすことには手数上問題があるので共分散分析法の手法

を応用して検討をすすめることにする。第1図はその原

3)クロス・セクション分析の中には,長期的な消

費関数Kおいては重要な役割をはたすが,短期的なデ

ィメンジョンにおいてはそれほど影響力のない要因を

検討しているものがある。例えば,慶大グル-プによ

る就業構造と消費関数の関連を分析した研究は非常に

興味あるものではあるけれども,本論のような短期間

のデ-タによるチェックではその成果を評価すること

が出来ない。

4)この場合,被説明変数として貯蓄がとられてい

る場合と貯蓄率がとられている場合とでは厳密な意味

では比較が出来ない。しかし誤差率が使用されている

場合には,大まかな比較はある程度可能であろう。
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第1図　共分散分析の原理
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注:実線は全標本にあてはめたもの。

点線は2区間に分割してあてはめ

たもの。
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理を示したものである。

いまXとYの間に第1

図のような相関関係があ

った場合,予測が正確に

おこなわれるためにはあ

てはめ期間と予測期間の

間に回帰線の屈折がある

ことは望ましくない。そ

こで,全期間を通してあ

てはめた回帰線よりの残

差平方和とあてはめ期間

予測期間別にモデルをあてはめた場合に生じる残差平方

和の合計とを比較し,その差が有意であるかどうかを検

定することが出来る。もちろんこの比較法は上述のそれ

とは等値ではないが,かなり目的を一にするものといえ

る.本論では,この分析法を3コの異なる区間について

通用し,初期の結果をチェックすることにしたい。

ロI]対象のモデル　検討の対象となるモデノレは,そ

の基礎とする理論仮説によって以下のように分類出来る。

(A)線型ケインズ型消費関数およびその変型:線型

ケインズ型消費関数

C(i) -α+βY(t)　　　　　( 1 )

は通常用いられる関数である(記号は第1表第1欄参照)。

第1衷　デ-タと理論変数の対応

変数名　声己　可　対応統計項目l単位

*消費者物価
指数
世帯人員

*貯　　蓄

*可処分所得

*過去の最高
所得

* (戦後)最高
消費

所得の不平等
係数

臨時性収入の
割合

*税引世帯中
定期収入

流動資産・国
民所得比率

Lit)の戦前
最岳値

貯蓄率

3:のⅡ-V分
位平均イ直

3;のI分位置

Xの籍1階差l　△X(t)

全国平均消費者物価指数

一粒帯人員

(爽支出以外の支出ト(同収入)

(実収入) - (非消費支出)

Tit)より計算

Y(t)-S(t)より計算

実収入階級別デ-タより求め
た変動係数

世帯主臨時収入・副業収入,
内職事業収入の総収入にしめ
る割合

(世帯主定期収入) ∫ (総収入)
にY(t)を乗じて算出

流通貨幣量と預金額(政府を
除く)の合計値の国民所得に
対する比率

L(t)より算出

X(t+1) -X(t)

注: *印は1人当り実質値に換算。

人
円
円
　
円
　
円
　
%

%

円

%

A

%

冗
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これを貯蓄関数に変型して,

〔、モデルI 〕　　　S(t) -α十βV(t)　　　(2)

が検討されるモデルの第1である。更に. (1)式に消費

者物価指数を追加しようとする試みもみられている5)0

それを貯蓄関数の形になおせば

〔モデルⅡ〕　　　S(t)-α+βY{t)-rP{t) (3)

となる。

(B)習慣仮説的なモデル=習慣仮説的なモデルの第

1としては,篠原教曙6)によって初期に提唱された戦前

の最高所得水準F(max)を考慮するモデル。

〔モデルⅢ〕 S(t)/Y(t)-α-β(F(max)/Y(t)} (4)

がある。ただ, F(max)を具体的に定めるのは非常に困

難であるが,小林氏の研究7)を参考として1人当り6000

円(1955年円)と定めた。次に同教授8)によって近年提唱

されたモデル

〔モデルⅣ〕 S(t)-α+βY{t)+r{Y{t)-Y(t-1)}

(5)

も検討に値しよう。一方,マクロ・モデル等においては・

消費関数として

C(t) -α+βF(f) +rC(max)　　　(6)

C(t) -α十βY(t) +rC(t-1)　　　(7)

を採用している場合が多い。ただ, C(max)の比較期間

を戦後に限定した場合C(t-1)とほとんど一致するから,

一方をチェックすればほぼ目的を達することが出来るO

本論では(6)を変型したモデル

〔モデルⅤ〕 S(t) -α+βY(t) -rC(max)　(8)

を検討することとしたい。

(C)所得分布の変化に注目したモデル‥　わが国勤労

者世帯消費関数の重要な特色が,貯蓄率の時間的増加に

あることはしばしば指摘されてきた。貯蓄率の時間的増

加を説明しようとする第1種のモデノレは所得分布の不平

一等化に着目するものである。例えば渡辺氏9)紘,家計調

5)安永武巳『消費経済学』至誠堂1960n
6)篠原三代平『消費函数』勤草書房1958。

7)小林雅男「勤労者髄帯消費関数の物価調整と人
員調整」; 「国民生活の階層別変動に関する研究」統計

研究会, 1961。
sttinoliara, Miyohei, Gγowth and Cycles in

Japanese Economy. Kinokumya. 1962.

9)渡辺利郎「家計貯蓄に関する若干の分析」 op・

oit.同氏の分析では,実収入の変動係数が1-11月デ

ータより算出されているが,これは分布差のいちぢる

しい12月の効果を無視している点で問題がある。本

論の以下の計算では1-11月デ-タの平均,分散を

12月のそれと11: 1の比で加重平均した値を使用す

ることにする。
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-査の実収入階層別デ-タより求められる実収入の変動係

数V(t)と貯蓄率の間に

〔モデルⅥ〕　S(t)/Y(t) -α+βV(t)　　19)

・の関係を想定している。

(D)収入構造に着目するモデノレ:貯蓄率の時間的な

一増加を説明する方式の1つに,収入構成に着目するモデ

ルが考えられる。その先駆的研究としては,篠原教授10)

の研究がある。教授は勤労者値帯の収入のうち臨時性の

二強い所得の総収入にしめる割合J{t)IY{t)の変化で貯蓄

率の変動を説明している11)。すなわち,これをモデル化

すれば,

〔モデルⅦ〕　S(t)/Y(t)-α+βlJ(t)/Y(t)} (10)

となる。原理的にこのモデルと類似しているものに筆者

の既発表の論文12)がある。同論では,低所得階層である

第1分位階級を除けば,消費支出が税引き世帯主定期収

入R{t)¥z比例することを示している。すなわち

Cm (t)/Ria (t) -a　　　　　　　(12)

次に第I分位については,同論には記述がないが,一応

ctm (t) -α十βym (() +r( 7[i] (t)/F[n](f) j

(13)

を想定してみよう。ここでCi],[n]は各々,第Ⅱ-Ⅴ

分位平均および第1分位の変数であることを示してい

る。また, (13)の第2項はデモストレ-ション効果を考

慮して導入されたものである。 (12), (13)式を貯蓄関数

・の型に変型すれば,

〔モデルⅦ〕

S(t) - [4iV[THt) sm m

+7Vrmscn](0]/[4ivm(t)十iV[IT](O] (14)

sm(t) -Y^S(t)-αrm(t)　　　　(15)

Stn] (t) -α+βrm (t) -γlY¥Zi (t)/YW (t) l

16

、となる.このうち, (14)式はSが1人当りで定義されて

いることと, 5分位階級の定義から恒等的に導出される。

最後にクロス・セクレヨン分析のためのモデルではあ

るが倉林.江口氏のモデノレ13)を追加しておこう。この

-モデルは,結果的には絶対所得仮説とモデルⅧとの混合

10) Shincxhara, M., op. eit.

ll)教授の記述では, 2者の問の相関関係のみに言

及しモデルを作成していないので,ここでは最も簡単

な線型モデルを作成した。またその記述では"臨時性

の強い収入"と可処分所得の比率が用いられているが,

税金部分を考慮して本文のような概念を利用したほう

がよいと思われる。

12)拙稿「勤労者消費関数の再吟味」 『経済研究』
_第14巻第2号1963。
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型のような形をしており

〔モデルⅨ〕 S(.t)-α+βY{t)+γ{R{t)IY(t)} (17)

て定義される。

(E)流動資産仮説による分析:流動資産仮説よりの

分析としては,家計調査にストックについての情報が含

まれていないため特殊な工夫が必要である。その1とし

ては,篠原教授14)による国民所得資料および金融統計よ

りの所得・流動資産比率L(t)とその戦前水準をモデノレ

に導入する方法であり,

〔モデノレⅩ〕 S(t)/Y(t) -α+β[L(max) -L(t)l

(18)

のモデルが考えられる。他の接近は貯蓄保有量の増分が

前期の貯蓄額になることに着目することである。この種

のモデルとしては渋谷氏の分析があり15),

〔モデルXl〕 △S(t) -α+β△Y{t) +γS(t)　(19)

のモデルが導出される。

[HI]補外チェIt/クの結果　ここで[I]で論じら

れた手法を用いて,各モデルの補外チェックを試みてみ

よう。統計数値はモデノレXのLを除いてすべて家計調

査年報の年次数字が使用され,その対応は出来るだけ原

論文に忠実なようにおこなわれた。推定法は原則として

最小二乗法が用いられ19).その結果は第2表に示されて

いる。ただこのモデルの中でⅡ,Ⅵは初期の理論的仮説

とことなるパラメトタが得られたので検討より除外され

た。次にこの推定結果の右辺に1957年以降の数字を代

入して"理論値"を計算し,それを実現値との比率で現

わしてみると第3表が得られる17)同表をみると予測の

精度は予想外に悪いことがわかる。特にあては妙られた

各モデノレの決定係数がほとんど1に近いことを考えると

その感は一層深いものがあるO次にモデルI,IV, V,K

の線型ケインズ型貯蓄関数なモデルのバイアスが一般に

上方向のそれをもっていることは注目される。このよう

な屈折については,すでに篠原教授の指摘18)があったと

ころであるが,この補外チェックにも明瞭に現われてき

13)倉林義正・狂口英一「消費実態調査報告による

貯蓄函数と現金需要函数」統計研究会財政金融研究資
料32, 1962。

14) Sirinoliara, M, op. cit.

15)渋谷行雄「勤労者髄帯の貯蓄関数と消費関数」
『国民生活研究』 Vol. 2, No. 10, 1964.

16)ただ,モデノレⅧαについては,此率αの幾何平
均を採用した。

17)モデルXrは階差モデルであるので, 1956年値

のSに△Sの値を累積して理論値を計算した。

18)篠塀三代平『高度成長の秘密』日経1962n
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第2表　モデルの推定結果(1951-56)

ォ
H
S
f
e
>
p
E
S
g
l
馳
Ⅷ
Ⅸ
Ⅹ
刃

S(*) --!.419+0. 330F(S)

S(t)/Y(t) -2. 47-0. 1B5{ F(max)/Y(t) ]

S(t)--1.420+0.380F(t)+0.002{Y(t)-Y(t-1)}

S(t) --1. 414+0. 342F(t) -0. 015C(max)

S(t)ir(t) --W. 9+1. 856/(ォ)/F(O

s(t) -{4iv[iq (t) +iv[ii]g[n〕 (*) }!HNIU(t) +Nm (t) )
SCI] It) - YU-1 (t) -l. 234R[I] (t)

S[n] (0--489+0. 090F[H] (Q-24. 600(F[上] (t)!F[II] (t) ]

SH) --S. 972+0. 329F(t) +3. 534{B(t)/y(t) )

S(t)/F(t) -22. 3-1. 861〔i(max) -」(」)〕

△S(t) -47. 2+0. 1184△Y(t) +0. 0686S(t)

第3表(理論値)!(実現値)

ている。

次に各モデルの予測誤差を上述の2基準から比較をお

こなってみよう。まず第4表の(1)欄に示された"絶対

誤差率の平均"をみるとモデルi,m,v,xがかなり悪

い結果を示している。これらのモデル群の中に,従来か

らマクロ・モデルで使用されてきたI,Ⅴのそれが含ま

れている点は注意されなければならない。同義の(3)潤

は誤差の偶発性を検討するためにとられたものである。

すなわち,予測期間はおいてすべての誤差が正または負

ということは[I]で論じた理由より好ましくはない。

ノ第4表　予測誤差の比較

注: *印は5%有意, Tは10%有意O

研　　　究 Vol. 15　No. 3

同表ですべてが同じ符号のもの,および1コだけ他の符二

号をとるものを除くとモデルw,w,が残される。この

うち,モデルⅦ,Ⅷは,いずれも"臨時性所得"の実収

入にしめる割合の変化に注目したモデルである点は興味

がある。第4表の(4)欄は誤差率にトレンドがあるかど

うかをチェックするた釧こ作成されたものであるが,特一

にいちじるしいトレンドは見出せない。

最後に以上のような帰結があてはめ期間の変化によっ

てどの程度変動するかを第1園の原理を用いて検討して

みよう。ただ計算量を節約するために第4表の結果を参

照として主要なモデルについてのみ検言寸をおこなうこと

にした。第5・表に示された結果をみると,一般的にいっ

第5表　各モデルの屈折のチェック(F値)

てあてはめ期間が短いほどF値は大となる傾向があ争。

これは, 1951-′53年当時の消費パタ-ンがやや"異常"

であったことに関連しているのかもしれない。各モデル

問の比較に目を転ずれば19).第4表より判定された結論

は第5表においてもほぼおおむね妥当することがわかる。

しかし,他のモデノレと此して比較的良好なモデルⅦ,Ⅷ

においても,なお有意なF値が生じ得る区間が存在する

ことは充分注意される必要があろう。更に,第4表の判

定では比較的惑かったモデルXlが意外に良好な結果を示

しており,今後の検討の余地を残している。

[IV]結語　以上の分析結果から,比較的安定してい

ると思われた勤労者1tt帯の消費関数においても,予測と

いう見地からはなお残された多くの問題があることがわ

かった。このような傾向は,農家世帯の消費関数の場合一

一層明確となる20)。これらの事実は各モデルの検討が決

定係数が良好となっても,かならずLも予測精度が増大

しているとは限らないことを示している。この種の研究′l

紘,今後計量経済学の重要な1課題としてとりあげられ-

ていく必要があろう。

19) F値はモデル別に自由度がことなっているから

5%水準値と比較して検討する必要がある。
20)農家に関する結果は,本論の内容とともに,拙稿

『消費関数の統計的分析』岩波1964(近刊)に発表予定。_I


